
一人暮らしの若者、月 26万円必要
県労連「最低生計費試算調査

大
分
県
労
働
組
合

総
連
合

（
大
分

県
労

連

）

は

６

月

２６

日
、

大
分
市
内

で
１
人
暮

ら
し

の
若
者
が
普
通

に
暮
ら
す

に
は
月
額

２
６
万
１
４
５
０
円
、

時
給
１
５
０
４
円

（と

も
に
男
女
平
均
）
が
必

要
だ
と
の

「最
低
生
計

費
試
算
調
査
」
の
結
果

を
明
ら
か
に
し
ま
し

た
。
蝙
謝
査
は
、
大
分
市
に

住

む

２５
歳

の
単
身
者

を
想
定
。
加
盟
組
合
員

ら
１
４
８
３
人

（う
ち

１０
代
～

３０
代

１
０
９

人
）
の
ア
ン
ケ
ー
ト
を

基
に
、
７
割
の
人
が
所

持
す
る
品
目
を

「必
需

品
」
と
し
、
こ
れ
に
食

費
や
住
居
費
、
交
通

。

通
信
費
な
ど
生
活

に

必
要
な
金
額
を
積

み

上
げ
算
出
し
ま
し
多
昨い

地
方

で
の
主
要
交
通

手
段
、
自
家
用
車

（軽
）

の
維
持
費
を
算
入
し
て

い
ま
す
。

こ
れ
に
よ
る
と
、
１

人
暮
ら
し
に
必
要
な
生

活
費
は
税

・
社
会
保
険

料
込
み
で
、
男
性
は
月
額

２
５
万
８
８
１
４
円
、
女

性
は
２
６
万
４
０
８
５

円
、
年

額

で
は

男
性

３
１
０
万
５
７
６
８
円
、

女
性
３
１
６
万
９
０
２

円
と
な
り
ま
し
た
。

給

に
換
算
す
る
と

定
内
労
働
時
間

（

１
７
３
・
８
時
間
）

男
性
１
４
８
９
円
、

性
１
５
１
９
円
と
な
り

ま
す
。
調
査
の
詳
細
を
報
告

し
た
石
井
ま
こ
と

。
大

分
大
学
経
済
学
部
教
授

は

「最
低
賃
金
が
時
給

７
９
２
円
と
全
国

一
低

い
地
域
で
高
い
生
計
費

の
調
査
結
果
が
出
た
」

と
の
べ
、
「
〃地
方
の
生

活
費

は
安

い
″
と

の

誤

っ
た
認
識
で
の
低
賃

金
構
造
の
あ
り
方
が
間

わ
れ
て
い
る
」
と
強
調

し
ま
し
た
。

県
労
連
の
安
藤
嘉
洋

議
長
は

「調
査
結
果
を

力
に
最
賃
１
５
０
０
円

以
上
、
全
国

一
律
最
賃

制
度
確
立
を
求
め
、
世

論
を
広
げ
た
い
」
と
話

し
ま
し
た
。

調
査
結
果
を
」
報
告
す
る

石
井
氏
＝
６
月
２６
日
、
大

分
市

大
分
県
労
連
と
全
労
連

は
８
日
、
最
低
賃
金
が
最

下
位
、
時
給
７
９
２
円
の

大
分
県
の
最
低
生
計
費
調

査
結
果
を
発
表
し
、
若
者

が
普
通
に
生
活
す
る
に
は

１
７
０
０
円
以
上
が
必
要

だ
と
厚
労
省
で
記
者
会
見

し
ま
し
た
。

調
査
は
大
分
県
労
連
が

中
澤
秀

一
静
岡
県
短
大
准

教
授
監
修
で
、
石
井
ま
こ

と
大
分
大
学
教
授
、
三
好

禎
之
准
教
授
、
大
分
大
生

の
参
加
で
実
施
。
大
分
市

で
１
人
暮
ら
し
の
２５
歳
の

若
者
を
モ
デ
ル
に
、
コ
ロ

ナ
前
の
２
０
１
９
年
の
行

女 で 月 法 時 0

謂
大
分
調
査

時
給
Ⅷ
円
必
要

生
　
．　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
１
１

最低

最
賃
最
下
位
・生
計
費
は
最
高
額

生
活
必
需
品
を
積
み
上
げ

試
算
。
月
１
５
０
時
間
労

働
の
時
給
換
算
で
、
男
性

１
７
２
５
円
、
女
性
１
７

６
１
円
と
な
り
ま
し
た
。

東
京
都
北
区
モ
デ
ル

（１９
年
調
査
）
の
１
６
４

２
円

（男
性
）
よ
り
も
高

大
分
と
オ
ン
ラ
イ
ン
で
結

び
、
最
低
生
計
資
調
査
を
発

表
す
る
（左
か
ら
）
黒
澤
、
中

澤
両
氏
＝
８
日
、
厚
労
省
内

く
全
国
で
最
高
額
と
な
っ

た
こ
と
に
つ
い
て
石
丼
教

授
は

「自
動
車
所
有
が
必

要
で
、
消
費
税
１０
％
の
影

響
も
あ
り
、
最
近
の
調
査

ほ
ど
生
計
費
が
高
く
な
っ

て
い
る
」
と
指
摘
。
中
澤

准
教
授
は
、
「全
国

一
律

で
時
給
１
５
０
０
円
以
上

が
必
要
だ
と
い
う
根
拠

に
な
る
」
と
述
べ
ま
し

た
。

調
査
に
参
加
し
た
男
子

学
生
は

「コ
ン
ビ
ニ
商
品

や
携
帯
料
金
な
ど
は
東
京

と
差
が
な
い
の
に
最
賃
は

大
き
な
格
差
が
あ
る
」
と

発
言
。
女
子
学
生
は

「最

低
生
計
費
と
照
ら
し
合
わ

せ
る
と
、
生
活
す
る
の
に

必
死
に
な
り
そ
う
」
と
不

安
を
述
べ
ま
し
た
。

大
分
県
労
連
の
児
玉
圭

史
事
務
局
長
は
、
「大
分

で
平
均
賃
金
は
下
落
し
、

地
元
企
業
は
労
働
者
が
集

ま
ら
ず
仕
事
が
ま
わ
ら
な

い
。
生
活
で
き
る
待
遇
実

現
は
急
務
だ
」
と
強
調
。

全
労
連
の
黒
澤
幸
一
事
務

局
長
は

「今
年
の
最
賃
改

定
は
３
％
程
度
で
は
足
り

な
い
。
昨
年
を
挽
回
す
る

大
幅
引
き
上
げ
と
、
地
域

間
格
差
是
正
が
必
要
だ
」

と
訴
え
ま
し
た
。

動
パ
タ
ー
ン
を
も
と
に
、

金は格差是正、大幅引き上げを

い
〓
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